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平成２４年度薬価改定に伴う医療用医薬品の流通について（依頼） 

 

 

 平成２４年度においては、市場実勢価による改定などを内容とした薬価ベース△６．

００％の薬価改定が行われることになり、本日、その告示がなされ、４月１日から施

行されます。 

 公的医療保険で使用する医薬品の償還価格を定める薬価基準は、市場における自由

な競争を通じて形成された銘柄別の市場実勢価格を反映させることを前提としていま

す。このため、医療用医薬品の流通においては、不適切な取引慣行を是正し、個々の

医薬品の価値に見合った合理的な価格が形成されることが重要となります。 

このような観点から、「医療用医薬品の流通改善に関する懇談会（流改懇）」が平

成１９年９月に取りまとめた「医療用医薬品の流通改善について（緊急提言）」に基

づき、各取引当事者による流通改善の一層の推進への協力要請を行ってきたところで

す。しかしながら、昨年６月に開催した流改懇においては、総価取引は一定の改善が

みられたが不十分であること、長期にわたる未妥結・仮納入が依然としてあること、

一次売差はマイナスのまま拡大していることなど、流通改善が進んだとはいえないと

の評価が得られました。 

 関係各位におかれましては、今般の薬価改定に際し、緊急提言の「医療用医薬品の

流通改善に当たって取引当事者が留意すべき事項」の意義を十分に踏まえ、流通改善

に向けた一層の取組が行われるよう、改めて貴管下の会員各位への周知徹底及びご指

導をいただきますようお願いいたします。 

 なお、薬価制度改革において、平成２４年４月以降も試行継続されることとなった

「新薬創出・適応外薬解消等促進加算」については、緊急提言において求められてい

る医薬品の価値と価格を反映した取引を推進する観点から、特に購入側である医療機

関/薬局において、制度の意義や仕組みを十分に理解していただくことが必要であるこ

とから、引き続き、貴管下の会員各位への制度の意義と仕組みの周知について、よろ

しくお願いいたします。 
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社団法人 日本医師会会長 

社団法人 日本歯科医師会会長 

社団法人 日本病院会会長 

社団法人 全日本病院協会会長 

社団法人 日本医療法人協会会長 

社団法人 全国自治体病院協議会会長 

社団法人 日本精神科病院協会会長 

一般社団法人 日本私立医科大学協会会長 

社団法人 日本私立歯科大学協会会長 

社団法人 日本薬剤師会会長 

一般社団法人 日本病院薬剤師会会長 

社団法人 日本保険薬局協会会長 

日本製薬団体連合会会長 

社団法人 日本医薬品卸業連合会会長 

一般社団法人 日本ジェネリック医薬品販社協会会長 

一般社団法人 日本歯科商工協会会長 

 

この他、次の同趣旨の経済課長通知を２種類発出。 

１．同日付け医政経発 0305第６号 

  通知先：都道府県衛生主管部（局）長 

２．同日付け医政経発 0305第７号 

  通知先：宮内庁長官官房秘書課長 

防衛省人事教育局衛生官 

総務省自治行政局公務員部福利課長 

総務省自治財政局公営企業課長 

法務省矯正局矯正医療管理官 

財務省主計局給与共済課長 

独立行政法人国立印刷局病院運営担当部長 

文部科学省高等教育局医学教育課長 

文部科学省高等教育局私学部私学行政課長 

文部科学省研究振興局基盤研究課長 

農林水産省経営局協同組織課長 

厚生労働省医政局国立病院課長 

厚生労働省労働基準局労災補償部労災管理課長 

厚生労働省社会・援護局総務課長 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長 

厚生労働省保険局保険課長 

厚生労働省保険局国民健康保険課長 

厚生労働省年金局事業企画課長 











医療用医薬品の流通改善の必要性 
●公的医療保険で使用する医薬品の償還価格である薬価は、医薬品の価値に見合った市場実勢価格を
反映させることを前提として、適正な市場実勢価格の形成が必要。 

 
※現行薬価制度においては、医療保険から医療機関／保険薬局に支払われる際の医薬品の価格が、
「薬価基準」として銘柄別に定められている。この薬価基準で定められた価格は、卸が医療機関／保
険薬局に対して販売する価格（市場実勢価格）を調査（薬価調査）し、その結果に基づき改定される。 

 
●このため、薬価調査（市場実勢価格）の信頼性の確保（＝未妥結・仮納入の是正）、銘柄別薬価収載の
趣旨を踏まえた個々の医薬品の価値に見合った合理的な価格が形成されること（＝総価取引の是正）
が必要。 

【川上の問題】 【川下の問題】 

仕切価が高い 
割戻・アローアンスが大きい 

一次売差マイナス 
  （納入価＜仕切価） 

仕切価・割戻の提示が遅い 
アローアンスが期末に提示される 

価格未妥結・仮納入 

総価取引 

製造販売業者 卸売業者 医療機関/保険薬局 

流通改善 （未妥結・仮納入、総価取引の是正等）の必要性 

【参考資料２】 



医療用医薬品の流通改善について（緊急提言） 

１．一次売差マイナスと割戻し・アローアンスの拡大傾向の改善 （メーカーと卸の取引）  
○適正な仕切価水準の設定及び割戻し・ｱﾛｰﾜﾝｽの整理縮小と基準の明確化 

・割戻し・ｱﾛｰｱﾝｽのうち、一次仕切価へ反映可能なものは反映 

・割戻し・ｱﾛｰｱﾝｽの運用の見直しなど取引の一層の透明化を確保 

２．長期にわたる未妥結・仮納入の改善 （卸と医療機関/薬局の取引） 
○経済合理性のある価格交渉の実施 

○長期にわたる未妥結・仮納入とは、６ヶ月を超える場合と定義 

 ３．総価契約の改善  （卸と医療機関/薬局の取引） 
○医薬品の価値と価格を反映した取引の推進 

・銘柄別薬価制度の趣旨を踏まえ、単品単価交渉を推進 

・総価契約を行う場合でも、価値と価格を踏まえた取引を行う趣旨から、除外品目設定の努力 

H19.9.28 医療用医薬品の流通改善に関する懇談会 

★ 医療用医薬品は、医療の一環として位置付けられるものであり、生命関連商品として、他の商品
以上に価格形成、取引条件等についての透明性、公平性の確保が求められている。 

★ 公的保険制度下においては、現行薬価制度の信頼性を確保する観点から、早期妥結及び単品
単価契約が求められている。 

★ 一年にも及ぶ価格交渉は、機会費用の発生などの観点からも経済合理性を欠いた取引である。 

※流通改善に当たって取引当事者が持つべき基本認識（抜粋） 

※流通改善に当たって取引当事者が留意すべき事項（概要） 



医療機関・薬局区分別妥結状況 

設    置    者 

妥結率 

平成22年度 平成23年度 

H22.6 H22.9 H22.12 H23.3 H23.6 H23.9 H23.12 

病   院（2,673) 20.6  31.5  35.3  89.5  43.5  51.1 51.4  

1  国（厚生労働省）(12） 
99.8  99.9  100.0  100.0  

97.5  98.6 98.5  

2  国（国立高度専門医療研究ｾﾝﾀｰ）(8) 100.0  100.0 100.0  

3  国（(独)国立病院機構）(136) 98.6  99.9  99.9  100.0  100.0  100.0 100.0  

4  国（国立大学法人）(42) 53.3  68.6  64.6  96.6  54.6  71.5 65.6  

5  国（(独)労働者健康福祉機構）(31) 3.3  8.8  6.3  71.8  6.7  10.6 6.6  

6  国（その他）(6) 81.9  100.0  78.4  100.0  85.2  94.1 94.9  

7  都道府県 (124) 30.7  51.8  44.4  98.4  37.8  55.7 48.5  

8  市町村 (273) 19.1  32.3  32.8  95.6  33.3  45.3 41.4  

9  地方独立行政法人（43） 18.3  52.1  41.5  97.5  33.7  55.7 60.6  

10  日 赤 (69) 1.4  1.7  3.5  85.8  17.0  17.7 21.2  

11  済生会 (49) 1.9  2.5  3.3  77.3  15.5  19.2 17.9  

12  北海道社会事業協会 (6) 0.0  11.9  11.0  100.0  82.7  96.3 100.0  

13  厚生連 (78) 0.3  0.2  3.0  100.0  8.6  7.7 7.5  

14  全社連 (33) 34.4  80.1  85.5  98.6  88.2  92.3 90.9  

15  厚生団 (7) 0.1  0.2  0.1  64.3  29.6  28.5 27.3  

16  船員保険会 (3) 0.0  0.0  0.0  91.6  0.0  0.0 0.0  

17  健保組合・その連合会 (4) 0.7  0.1  31.2  83.3  61.5  86.1 88.2  

18  共済組合・その連合会 (36) 0.3  0.4  0.3  93.8  64.9  69.7 65.1  

19  国民健康保険組合（1) 0.0  0.0  0.0  100.0  11.6  12.6 2.6  

20  公益法人 (190) 9.8  16.1  22.3  73.7  41.5  47.3 54.3  

21  医療法人 (1,305) 19.4  38.5  53.9  92.0  74.6  76.6 80.6  

22  学校法人 (77) 2.0  4.3  9.5  70.8  20.2  24.8 24.8  

23  会 社 (20) 9.4  18.1  36.6  96.5  55.7  58.8 61.2  

24  その他の法人 (82) 16.0  26.5  32.7  89.0  43.0  56.3 62.6  

25  個 人 (38) 24.0  52.8  83.7  96.2  82.9  97.2 100.0  

医療機関設置主体別価格妥結状況（200床以上の病院） 
○調査客体及び回収状況 
   卸連加盟会社５３社を対象に５３社から回答   
    （回収率 １００％） 

○調査概要 
 ①調査内容 
  ｱ．全ての医療機関、薬局を対象に実施 
  ｲ．23年12月1ヶ月間の取引高における妥結状況

を薬価ベースで調査 
         価格が妥結したものの販売額（品目別   
         販売本数×薬価） 
         販売総額（品目別販売本数×薬価） 

 ②調査結果  

妥結率＝ 

※卸の報告に基づいて作成したものであり、医療機関側では妥結済と整理しているケースも含まれている。 
※平成23年12月に納入した医療用医薬品の総額と、そのうち価格が妥結している取引分との比率。 
※薬価基準ベースの金額に換算。 

※その他の薬局には２０店舗未満のチェーン
薬局を含む。 

区   分 妥 結 率 

病     院（総計） ５８．４％ 

２００床 以上     ５１．４％ 

そ  の  他     ８４．２％ 

診    療    所 ９７．４％ 

（医療機関  計） （７２．２％） 

チェーン薬局（20店舗以上） ６３．４％ 

そ の 他 の 薬 局 ９２．７％ 

（保険薬局  計） （８５．５％） 

総    合    計 ７９．１％ 

平成２３年度 価格妥結状況調査結果概要（１２月取引分） 



総価取引の状況 
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200床以上の病院 調剤薬局チェーン 

（20店舗以上） 

全品総価（一律値引） 

全品総価（除外有） 

単品総価（品目ごと値引） 

単品単価 

全品総価：複数の品目が組み合わされている取引において、総価で交渉し個々の単価を薬価一律値引きで設定す
る契約 

単品総価：複数の品目が組み合わされている取引において、総価で交渉し総価で見合うよう個々の単価を卸の判断
により設定する契約 

資料：社団法人 日本医薬品卸業連合会 提供 



「新薬創出・適応外薬解消等促進加算」とは 

・革新的な新薬の創出や適応外薬の開発等を目的に、

後発品のない新薬で既収載品全体の乖離率以下であ

るものに加算を行うもの。 
   ※これにより実質的に薬価を維持できるため、早期に研究開発投資の回収が可能 

   となることから、これを新薬創出や適応外薬等の開発への再投資を加速させるもの 

・加算の条件としては、厚生労働省が開発要請(※)する  

適応外薬の開発等を実行すること。 
   ※有識者会議「医療上の必要性の高い未承認薬・適応外薬検討会議」における 

    検討結果を踏まえて厚生労働省が開発要請を行うもの 

・後発品が上市された後は、薬価からそれまでの加算分
を一括して引き下げる。  

   ※後発品上市後は引き下げを猶予していた分を精算する一方で、市場を後発品に 

    委ねるというコンセプトに立つもの 

【参考資料３】 



「新薬創出・適応外薬解消等促進加算」の考え方 

 

販売額 

 
  

 

促進加算導入前 

導入後 

新薬や未承認薬等の研究開発への再投資 

特許期間 

特許期間中の新薬の薬価が維持されることで、より早く次の開発原資の回収が可能。 

加算を受けるためには、厚生労働省が開発要請する適応外薬の開発等を実行することが条件。 

これにより、新薬や未承認薬等の開発が促進されることとなり、患者の利益につながるもの。 

後発品上市後は、それまでの薬価改定猶予分を一括引き下げ。 

☆ 革新的な新薬開発の加速 

☆ 未承認薬・適応外薬及び 

                                ドラッグ・ラグの解消 

 

  

研究開発投資の早期回収 

特許期間終了後は速やかに後発医薬品に移行 

後発品上市 

時間 

中央社会保険医療協議会薬価専門部会資料一部改変 

「新薬創出・適応外薬解消等促進加算」の考え方 



 

【加算の目的】 

後発品が上市されていない新薬のうち、一定の要件を満たすものについて、 

後発品が上市されるまでの間、市場実勢価格に基づく薬価の引下げを一時的に緩和

することにより、喫緊の課題となっている適応外薬等の問題を解消を促進させるととも

に、革新的な新薬の創出を加速。 

【加算対象となる医薬品】 

後発品が上市されていない新薬 （※ただし薬価収載後15年まで） 
市場実勢価格と薬価の差（乖離率）が全既収載医薬品の加重平均乖離率を超えないもの 

平均を 

超える 

平均 

以内 対象 

対象外 

後発品なし 

（薬価収載後15年以内） 
後発品あり 

薬
価
と
市
場
実
勢
価
格 

の
乖
離
率 

加重平均乖離率 

中央社会保険医療協議会薬価専門部会資料 

「新薬創出・適応外薬解消等促進加算」の目的と対象 



厚生労働省 

有識者会議※ 

「新薬創出・適応外薬解消等促進加算」による適応外薬等の開発促進スキーム 

革新的新薬の 
開発加速 

適応外薬等の 
開発加速 

薬価制度 

「新薬創出・適応外薬 
解消等促進加算」の適用 

加重平均乖離率以内の 
医薬品 

「未承認薬等開発 
支援センター」 

各企業 

中医協 

意見 

開発状況の報告 適応外薬等 

の開発要請 

有識者会議※による、適応外薬等
の医療上の必要性検討 

各企業は開発工程表を作成 
（要請品目の開発・上市までの四半期
ごとの計画） 

厚生労働省より 

各企業へ開発要請 

各企業は厚生労働省に 
開発工程表を報告 

有識者会議※は企業の開発工程表を確
認・適宜修正指示 

以降、企業は定期的に開発等の進捗状
況を報告。 
報告を受け、有識者会議※は評価。必
要に応じ見直し指示。 

○ 有識者会議※ の評価結果に基づき、適応外薬等の 
  開発・上市が適切に進んでいるか確認 
○ 対応が不適切な場合には、加算の不適用と全既収載品 
  の薬価から２年間の加算分を引下げ 

開発状況 

の報告 

要望 
学会・患者団体等 

※「医療上の必要性の高い未承認薬・
適応外薬検討会議」 中央社会保険医療協議会薬価専門部会資料 


